


受注工事高 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期純利益 

配当 

8,042 

3,908 

207 

231 

194 

10円 

3,200 

4,200 

250 

280 

165 

14円 

第79期予想 第78期 科　目 

この資料には、2006年5月15日現在の将来に関する見通しおよ
び計画に基づく予測が含まれています。経済情勢の変動に伴う
リスクや不確定要因により、予測が実際の業績と異なる可能性
があります。 

※第79期予想については、1米ドル＝110円で算出 
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「ダブル・ステップアップ・プラン（DSP2008）」の初年度は、順調

に進捗できました。まず、受注については、好調なマーケット環境を

受けて、大型LNG（液化天然ガス）プラントを一年前倒しで受注した

ことにより当社始まって以来の受注高8,042億円、ほぼ2年分の受注

を達成し、受注残高も2006年3月末時点で9,605億円と大幅に積み

上がりました。

次に完成工事高については、海外LNG分野が大きく寄与し3,908

億円と前期比1,232億円増加、営業利益は207億円と前期比97億円

増加致しました。これを要因別にみますと、増益の6割は完成工事高

の増加が寄与し、4割は利益率の改善が寄与したということになり、

経営ビジョンである「収益成長型エクセレントカンパニー」に向けてバ

ランスの取れた「利益成長」が実現できたと思っております。

オマーンQalhat LNGプロジェクトが短納期をさらに前倒しで達

成しましたね。

オマーンQalhat LNGプロジェクトについては、4つのチャレ

ンジを達成し、安全、納期等すべての点において、厳しいお客

様のトップマネジメントより非常に高い評価を得ることができま

した。

一点目は、短納期のプロジェクトをさらに前倒しで達成した

こと。二点目は、フローレス・スタートアップ（世界最短スピー

ドで生産開始）を実現し、非常に順調な試運転とプラント引渡し

ができ、お客様より大変高い評価を得ることが出来たことであ

ります。三点目は、オマニゼーションであり、プロジェクト遂行

においてオマーン人の雇用比率をかなり高い水準で達成したこ

とであります。最後に四点目としては、工事着工から38ヶ月無

事故・無災害を達成し、当社の無事故・無災害の社内記録を樹

立し、現在もこれを更新中ということであります。

まさに、経営ビジョンである「Reliability（信頼性）No.1プロジェ

クトカンパニー」に向けて確信の第一歩となる成果（実績）ですね。

はい。エンジニアリング会社にとってReliability No.1の実績

こそが最強の営業活動であり、お客様との永続的関係を構築す

関　誠夫（せき のぶお）
略歴
1970年4月　入社

1987年5月～94年5月

米国千代田インターナショナルコーポレーション出向

1994年5月 ファインインダストリーズ プロジェクト部長

1997年6月 取締役　SIプロジェクト本部副本部長

1998年6月 常務取締役　企画管理部門　副部門長

2000年8月 専務取締役　事業統括

2001年4月 取締役社長

中期経営計画の初年度にあたる第78期は、記録的な受注を獲得し、第79

期は、受注したプロジェクトを確実に成功させる「遂行の年」になります。

当社グループは、顧客の成功を私共の共通の目的として、全ての業務にお

いて徹底した「ダブル・チェック」により、安全、品質、環境面での目標を

達成し、世界で最も信頼されるプロジェクト・カンパニーを目指してまい

ります。株主の皆様におかれましても、一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申し上げます。

取締役社長 関　誠夫

■短納期達成

■ 38ヶ月間無事故・無災害を達成

■オマニゼーション（オマーン人雇用比率）

■フローレス・スタートアップ（世界最短スピードで生産開始）

安全、納期等の全ての事項について、厳しいお客
様の総合評価で非常に高いポイントを得た。

Reliability No.1への
確信の第一歩
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る上で最も重要な要因であります。

今期、第79期については、当社始まって以来の受注残を抱え、

手持ちのプロジェクトを確実に仕上げていかなければいけない中

で、Reliability No.1の真価がまさに問われる「遂行の年」であり

ます。現在遂行中のカタールにおける3つのLarge LNGプロジェ

クトについては、世界初・最大となる年産780万トンの超大型

LNGプラントであり大型化・複雑化という点で今まで以上にチ

ャレンジングなプロジェクトでありますが、これを確実に成功さ

せ、ReliabilityNo.1プロジェクトカンパニーとしての地位を確立

していきたいと思います。

Reliability No.1を目指して、現在リライアビリティー・プログ

ラムを実施中であります。具体的には、大型化・複雑化したプロ

ジェクトに対して設計の問題点を検討するエンジニアリング・ク

リティカリティ・スタディ、テクニカル・コールドアイレビューな

ど関連部によるチェック・アンド・レビューを実施しております。

また、「Reliability No.1」を目指して全従業員の意識レベルを

さらに一段引き上げるべく全従業員に向けて「Customer's

Success Through Reliability No.1」というマネジメントメッセ

ージを公表致しました。

なるほど。「Reliability No.1」に向けてリスクに対しての備えは

万全であると理解してよろしいのでしょうか。

はい。その通りであります。ご参考までに最近のリスク要因と

その対応について簡単にご説明しますと、歴史的にも活発なプ

ラントエンジニアリング市場環境を受けての銅、ニッケル等の素

材・資機材価格の高騰が上げられますが、これらへの対応につ

いては、資機材の早期手配・早期発注、契約条件への反映、お

客様との相談等により万全を期しております。次に、長納期品

の品質低下・納期遅延リスクであります。これらに対しては、ベ

ンダーとの早期・長期コミットメントに加えて、韓国・イタリ

アの調達拠点の強化、ファブレスショップチーム（旧工場熟練技

術者）の派遣により品質・納期管理の強化を図っております。最

後に工事サブコントラクターの手持ち工事満杯に伴う納期遅延

リスクでありますが、当社においては、有力サブコントラクター

とのパートナリング関係構築に加え、工事ITを強化し万全を期

しております。

まずマーケット全体の環境でありますが、主要な一次エネル

ギー源として、石油、ガス、石炭の好調なエネルギー需要増加

に支えられプラント・エンジニアリング市場は、前期に引き続き

活況を呈する見通しであります。個別分野別に簡単にご説明す

■素材の高騰、資機材の高騰
（銅、ニッケル、亜鉛の素材価格の上昇が、ケーブル、SUS材、

亜鉛メッキの上昇へ）

早期手配・早期発注、契約条件への反映、
お客様との相談

■長納期品の確保
（圧力容器、熱交換器、圧縮機のコスト上昇圧力、納期遅延リスク、

品質低下リスク）

ベンダーとの早期・長期コミットメント：
品質・納期管理の強化へ

（調達拠点の強化：韓国、イタリア）
＊ファブレスショップチーム（旧工場熟練技術者）の

豊富なモノづくり経験からの品質管理

■熟練工の人件費アップ、サブコン手持ち工事満杯

パートナーとの関係強化、工事IT強化など

■不確実性の増大へ

リスク管理の一層の徹底

財務の視点 

総合予算の 
着実な運用 

顧客の視点 

顧客満足度の 
向上 

業務プロセスの視点 

アクションプラン 
の達成 

Smart EPCとは、LL（Lessons Learnt：業務を通じて得た経験、知識、ノウハウ等を組
織として蓄積するKnowledge Management活動）の活用、KM（Knowledge Man-
agement）の推進等、設計・調達・建設の主要な業務内容について、ITを駆使して高い効
率、高い精度の仕事を実現するための一連の業務改善施策の総称。 

人材と変革の視点 

従業員満足度 
の向上 

（注）Smart EPC 
 

収益力の強化 

顧客との永続的関係構築 

Reliability向上 

継続的な技術力・競争力強化 

リスク管理の徹底 

人材育成・適正配置 

活力のある組織風土 

収益成長型 
エクセレント・カンパニー 

Reliability No.1 
プロジェクトカンパニー 

PLE 
Smart EPC（注） 

高い志気 
人材育成 
意識変革 

「Customer's Success Through 
Reliability No.1」
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ると天然ガス・LNGについては、天然ガスシフトが急拡大して

おり市場規模として毎年1,500万トンの需要、プラント建設とし

ては4,000億円～5,000億円のマーケット見通しは昨年と比べて

変わっておりません。地域的には、今後は、西アフリカ、ロシ

ア、中東などの案件が注目されます。

次に石油関連でありますが、原油の供給の問題から今後は超

大型製油所案件、石油精製と石油化学の一体化、重質油の軽質

化案件が期待されます。中でも原油重軽格差の拡大を受けて重

質油分解装置の導入、ボトムレス化、高度化による製油所の効

率化のためのFCC（流動接触分解装置）、熱分解装置の建設計画

が日本、アジア、中東において計画が目白押しの状況であり、当

社としては、技術優位性のある分野として対応していきたいと

考えております。

最後に、石炭を発電燃料として見直すことによりCT-121（排

煙脱硫技術）のライセンスビジネスも当面明るいと言え、なお一

層のエネルギー・環境問題へのエンジニアリング会社の役割が

大きくなってきていると言えます。

まとめとして今後の抱負について教えてください。

はい。中期経営計画初年度は、順調に進捗できました。2年度

は、中期経営計画DSP2008に盛り込まれた諸施策を確実かつ前

倒しで達成することを目指して「慎重に加速」し、成果をしっか

り収穫する年にしたいと考えております。特に、カタールにおけ

る3つのLarge LNGプロジェクトおよび国内における大型石油案

件においてダブルチェックを徹底し、成功裏に遂行していきたい

と考えております。

最後に株主の皆様へのメッセージはありますか。

中期経営計画期間中の利益還元方針については、ステークホ

ルダーのうち、株主、顧客・取引先、従業員間のバランスの取

れた持続的な満足の実現を目指しておりますが、中期経営計画

の達成前倒しが視野に入ってまいりましたので、2007年3月期

の配当については、株主の皆様に少しでも多く還元できるよう

に、もう一歩踏み込むことにし、来年6月には1株当たり14円の

配当（今年6月の1株当たり10円の配当から4円増配）を予定して

おります。

「Customer's Success Through Reliability No.1」をキーワ

ードに、グループ一丸となって、礼儀正しく、堂々と企業活動

を行い、背伸びをせずにやるべきことをきっちりやり遂げる確実

な業務遂行を通して、社会的責任（CSR）をしっかりと果たして

いく。そして問題意識を持ち何事も簡単にあきらめず、安易に

妥協せず、もう一歩突っ込んで納得のいく結論を追求するプロ

フェッショナルなグループ従業員と共に、「Reliability（信頼性）

No.1」、収益成長型エクセレント・カンパニーを目指して参りた

いと思いますので、株主の皆様におかれましても、一層のご支援

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

中期経営計画では、ステークホルダーのうち、顧
客・取引先、株主、従業員間のバランスの取れた
持続的な満足の実現を目指します。

顧客・取引先 

千代田グループ 

株主 従業員 

（業績連動賞与の導入） （2007年3月期） 

環境 社会 

経済 

配当・企業価値アップ 
4円増配の一株当たり14円配当を予定 

企業安定性・継続性向上 
→株主資本比率 
30％以上を目指す 

優秀人材確保・モチベーションアップ 
→処遇改善を目指す 
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天然ガス 

石炭 

水力を除く 

再生可能エネルギー 

原子力 

水力 

●採掘可能量の問題→供給の問題
●製油所への投資強化：超大型製油所案件
●石油精製と石油化学の一体化：増設、新設
●重質油の軽質化：残渣油処理（RFCCなど）
●和製メジャー

原油価格の更なる高騰
により、世界経済への
影響が大きく、注視し
ていきたい。

出典：IEA／World Energy Outlook2004

●世界的なLNGブーム
●随伴ガス利用の大型ガス・ケミカル
●新クリーン・エナジー：GTL（Gas To Liquid）等の

市場成長

●石炭需要拡大と環境規制強化
●排煙脱硫需要拡大
●ビジネスモデルの変革
●→CT-121（排煙脱硫技術）ライセンス・セールス
●クリーン・コール・テクノロジー：石炭ガス化等

DSP2008の初年度は、順調に進捗できた。2年度は、
「慎重に加速」し、成果をしっかりと収穫する年としたい。

■カタール3 Large LNG・国内石油大型案件の成功
■ダブルチェックの徹底
■Customer's Success through Reliability No.1
（全社意識改革）

■具体的目標の早期達成へ
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計上したものの、長期滞留債権等の回収に伴う貸倒引当金戻入

額の計上等により194億円（同 50.8％増）を計上し、経常利益、

当期純利益とも通期予想値を上回る結果となりました。

■天然ガス・電力分野

海外においては、世界的な天然ガス需要の伸びを背景に、産

ガス国やエネルギー・メジャー各社による井戸元開発・LNGプ

ラント建設・LNG輸送船手配・LNG受入れターミナル建設と

いうガス・ヴァリューチェーンへの積極的な投資が見られまし

た。世界最大のエネルギー消費国である米国では、拡大する天

然ガス需要に自国内産ガス及びカナダからの輸入ガスの供給が

追い付かず、LNG輸入への依存度が高まることは確実と予測さ

れ、英国においては、北海ガス田のガス生産量減少予測に伴い、

ガス輸出国からガス輸入国に転ずることとなりました。アジア

においては、インドがLNG輸入を開始し、中国でもLNG輸入国

に転じる時期が早まる見込みであり、LNG需要の高まりを反映

して、世界第1位のガス埋蔵量を誇るロシア、中東及び西アフ

リカ諸国において多数のLNGプラント建設が実現されようとし

ています。

国内電力・ガス業界では、原油価格高騰に伴いLNGや石炭への

燃料シフトやエネルギー業界内でのボーダーレス化に対応した各

種設備増強、新規案件の投資意欲が高くなっています。

当連結会計年度の受注工事高は 6,920億56百万円

（前連結会計年度比 126.5％増）となり、完成工事高は

2,845億5百万円（同 75.1％増）となりました。

カタール向けLNGプラント LPG国家備蓄プロジェクト（福島基地）

建設中のカタール向けLNGプラント（貯蔵タンク）

7

当連結会計年度の受注工事高は、

8,042億31百万円（前連結会計年度比

95.5％増）となり、通期予想値を大き

く上回りました。その内訳は、国内

1,127億20百万円（同 25.9％増）、海

外 6,915億10百万円（同 114.9％増）

となりました。

完成工事高については、順調な工事

の進捗及び国内グループ会社も業績好

調であったことなどを背景として、

3,908億75百万円（前連結会計年度比

46.0％増）となり、通期予想値を上回

りました。その内訳は、国内 1,053億

29百万円（同 17.5％増）、海外につい

ては 2,855億45百万円（同 60.4％増）

となりました。

利益面では、完成工事高の増加及

び完成工事総利益率が前連結会計年

度比 0.4ポイント向上したことにより、

完成工事総利益が305億52百万円（同

54.7％増）となったことに加えて、販

管費率が 0.8ポイント改善したことか

ら、営業利益は 207億29百万円（同

87.1％増）となりました。経常利益に

ついても、ジョイントベンチャー持分

資産増加に伴う利息収入の増加等に

より231億61百万円（同 99.9％増）と

なりました。また、当期純利益も、退

職給付制度変更に伴う特別損失等を

第75期 第76期 第77期 第78期 第79期予想 
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
 （単位：億円） 

受注残高 

受注高 

完成工事高 

3,161
3,758

5,224

9,605
8,005

充分な受注残を 
反映し3,200億円 

米国LNG需要急拡大を見越した 
メジャーの異例の「前倒し発注」で 

ほぼ2年分を受注 

2,490

1,663

2,906

2,068

4,112

2,676

8,042

3,908
3,200

4,200
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受注工事高 完成工事高 受注残高 
その他　2％ 

9％ 

LNGプラント 
84％ 

石油・石油化学 

その他ガス・動力　2％ 

一般化学　3％ 1％ 

3％ 

2％ 

6％ 

14％ 

14％ 

59％ 

7％ 

88％ 

6％ 

受注工事高 完成工事高 受注残高 
アジア他　2％ 

中近東 
82％ 

国内 
14％ 

ロシア　2％ 1％ 

27％ 14％ 

51％ 

8％ 

81％ 

8％ 10％ 

2,490
2,906

4,112

8,042

1,663

2,068

2,676

3,908

3,161
3,758

5,224

9,605
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■石油・石油化学・ガス化学分野

石油分野では、国内石油会社によるアジア市況を睨んだ石油

化学製品の生産設

備や、重質油と軽

質油の油種間価格

差拡大への対応、

大規模な省エネ構

想など、各製油所

の競争力強化を目

指した大型の高度

化投資が活発に行

われました。

石油化学分野で

は、国内化学会社

による中国・アジ

ア市場への展開に

加え、石油会社と共同で石油化学事業に投資する動きが見ら

れました。

当連結会計年度の受注工事高は 738億43百万円（同 11.7％

増）となり、完成工事高は 616億86百万円（同 14.0％減）とな

りました。

■一般化学・産業機械分野

一般化学分野では、医薬品会社合併による業界再編、外資系

製薬会社の積極的な進出に対応する設備投資が続いています。

産業機械分野では、国内において電子材料・高機能フィルムの

設備投資が活発であり、既設工場の改造・補強工事や、開発案件

を受注しました。

当連結会計年度

の受注工事高は

264億74百万円（同

8.8％減）となり、

完成工事高は 319

億円（同 46.4％増）

となりました。

■環境・その他分野

環境分野では、世界的な大気汚染物質の排出規制強化の流れ

に伴って、自社開発技術である排煙脱硫プロセス（CT-121）の技

術セールスを継続しました。米国の電力会社大手のサザン・カ

ンパニー社向け石炭火力発電所排煙脱硫装置3基についてサザ

ン・カンパニー・サービス社に対し、ならびにアメリカン・エレ

クトリック・パワー社向け同10基およびアラバマ・エレクトリッ

ク・コーポレーティブ社向け1基についてブラック・アンド・ヴ

ィーチ社に対し当社技術をライセンス供与し、その技術料収入

が収益に寄与しました。

当連結会計年度の受注工事高は 71億34百万円（同 10.8％

増）となり、完成工事高は 80億61百万円（同 6.9％増）となり

ました。富士石油（株）ユリカ（重質油熱分解プロセス）リアクター

西部石油（株）混合キシレン製造プラント
エーザイ（株）治験棟
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完成工事総利益率は7.8%と、前期の7.4%より0.4ポイント
向上しました。

販管費率が0.8ポイント改善したことから、営業利益率は
5.3%となり、前期の4.1%より1.2ポイント向上しました。

経常利益率は5.9%と、前期の4.3%より1.6ポイント向上し
ました。

当期純利益194億円を計上した結果、株主資本当期純利益
率（ROE）は42.0%（前期43.1%）、一株当たり当期純利益
（EPS）は101.27円（前期68.62円）となりました。

完成工事原価

販売費及び一般管理費

営業外収益

営業外費用

特別利益

特別損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

0

1,000

2,000

3,000
（億円） 

第74期 第75期 第76期 第77期 第78期 

1,293

151

1,202

166

1,428

227

1,828

368

2,797

555

11.7％ 13.9％ 

15.9％ 

20.2％ 

19.8％ 

JV持分資産 

その他資産 

株主資本 

株主資本 

現預金 

0.0%

5.0%

10.0%

第75期 第76期 第77期 第78期 

完成工事総利益率 販管費率 

6.3％ 
6.8％ 

7.4％ 7.8％ 

5.4％ 

4.0％ 
3.3％ 

2.5％ 

11

現金預金

受取手形及び完成工事未収入金

未成工事支出金

ジョイントベンチャー持分資産

その他流動資産

貸倒引当金

有形固定資産

無形固定資産

投資等

支払手形及び工事未払金

未成工事受入金

短期借入金

その他流動負債

長期借入金

その他固定負債

資本金

資本剰余金（資本準備金）

利益剰余金

自己株式ほか

前期末と比べ946億円増加し、2,566億円となりました。こ
れは、ジョイントベンチャーによる大型案件の増加に伴うジ
ョイントベンチャー持分資産が813億円増加したことなどに
よります。

IT関連設備への設備投資等により、前期末と比べ22億円増
加し、230億円となりました。

当期純利益194億円を計上したことから、利益剰余金が368
億円となりました。株主資本比率は、ジョイントベンチャー
持分資産の大幅増加に伴い総資産が968億円増加した影響
から、前期末と比べて0.4ポイント下落し、19.8％となりま
した。

前期末と比べ782億円増加し2,238億円となりました。これ
は、未成工事受入金が575億円、工事未払金などの仕入債
務が114億円増加したことなどによります。
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流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資等

流動負債

固定負債

資本金

資本剰余金（資本準備金）

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

自己株式

完成工事原価

販売費及び一般管理費

営業外収益

営業外費用

特別利益

特別損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

前期未処理損失

当期純利益

当期未処分利益

株主配当金

別途積立金

次期繰越利益

13

税金等調整前当期純利益

減価償却費

その他の損益

営業に関する資産の減少額（△は増加額）

営業に関する負債の増加額（△は減少額）

その他の資産・負債の増減

（小計）

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

長期借入金純増加額

長期借入金純減少額

株式の発行による収入

その他

営業活動によるキャッシュ・フローは52億円のプラスとな
りました。なお、ジョイントベンチャーによる大型案件の増
加に伴い、ジョイントベンチャー持分資産が813億円増加し
たことから、実質的な営業活動によるキャッシュ・フロー
は、866億円のプラスとなります。

IT関連の設備投資など、18億円を実施しましたが、長期貸
付金の回収で33億円の収入があったことなどにより、10億
円のプラスとなりました。

資本剰余金期首残高

新株予約権の行使による新株の発行

利益剰余金期首残高

当期純利益

配当金

その他
第76期 
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2003年2月に着工したオマーンLNGプロジェクト（年産330万

トン）は、昨年2005年11月を持って無事完成し、顧客（カルハッ

トLNG社）への引渡しを完了しました。

本プロジェクトは、◯1 短納期達成（契約納期34ヶ月から更に

17日間短縮して完工達成）◯2 安全新記録達成（工事着工以来、

無事故・無災害であり、長期にわたる無災害時間としては、当

社の社内安全新記録を樹立）◯3 地域貢献達成（オマーン人の雇用

機会の拡大に尽力。オマーン政府から表彰される。）◯4 世界最短

スピードで生産開始達成（厳しい品質管理を実施した結果、引渡

し後9日というワールドレコードでLNG生産が開始され、また引

渡し後30日で初出荷が行われたことにより顧客から高い評価を

受ける）、以上4点の成果をあげることができました。

顧客満足度、地域への社会的責任（CSR）をしっかり果たすこ

とができた本プロジェクトは、正に当社の経営ビジョンである

「Reliability No.1 プロジェクトカンパニー」を具現化したプロジ

ェクトであり、今後も「Reliability No.1 プロジェクト」の遂行を

目指して尽力してまいります。
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完成したオマーンLNGプロジェクトの夜景

カルハットLNG社のアル・キタニ社長とメルシャン

Executive PMが5月8日に当社本店にお見えになり、カルハ

ットLNG社向けLNGプラント（年産330万トン）の検収書署

名に引き続き、世界最速でのLNG生産開始記録や安全記録

に関する感謝状の授与式が行われました。

千代田本店にお迎えしたカルハットLNG社要人との記念撮影

Source: Cedigaz“International Gas Report”April 21, 2006

LNG輸出量：百万トン／年＠2005
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ト ピ ックス  ト ピ ックス  ト ピ ックス  

当社は、昨年12月21日カタールガス3社（出資：カタール・ペト

ロリウム68.5%・コノコフィリップス30%、三井物産1.5%）及び

カタールガス4社（出資：カタール・ペトロリウム70%・シェル

30%）の両社よりカタールにおける超大型LNGプラント増設プロ

ジェクトの設計・調達・建設（EPC）業務を受注しました。この契

約は当社がリーダーとなり、テクニップ社（フランス、パリ）と共同

で受注したものです。本プロジェクトは当社がすでに基本設計業

務（FEED）を実施したものです。契約額は、5,000億円規模です。

本プロジェクトは、ラスラファン工業地帯において当社が既に

建設したカタールガス社第1～3系列、および当社とテクニップ

社JV（CTJV）が隣接敷地内にて建設中のカタールガス2社プロジ

ェクトと同じ規模の世界最大の年産780万トンのプラントを2系

列（第6および第7系列）建設するものです。第6系列からは2009

年に北米へ、第7系列からは2010年後半に北米へLNGが供給さ

れる予定です。

今回のカタールガス3社及び4社との商談では、これまでの当社

のカタールガス社第1～3系列、ラスガス2社第3～4系列における

完成工事の実績、現在遂行中のラスガス2社第5系列に加え最近

の当社とテクニップ社によるカタールガス社向けLNG増産プロジ

ェクトの完成、カタールガス2社、ラスガス3社での受注から、当

社JVの高い技術的信頼性が顧客から評価され受注となりました。

今回の受注により、2004年12月のカタールガス2社、昨年9月の

ラスガス3社以降、当社とテクニップ社が受注

したこれら6系列が全て完成すると、カタール

が世界一のLNG輸出国になる目標への加速的

な前進と言えます。

クリーンエネルギーとしてのLNG需要は、

米国を始め、環太平洋諸国やヨーロッパ市場

でも堅調に増加しています。当社はLNGプラ

ントおよび受入基地分野で多数の実績を重ね

て来ており、今後も中東、西アフリカ、ロシ

ア、東南アジアなど将来多数のガスヴァリュ

ーチェーンのプロジェクトが期待される地域に

おいて、世界規模で各種サービスを提供して

いきます。

カタールガス3社&4社向けLNGプロジェクトの調印式

Ras Laffan

Qatar

Saudi
Arabia

Doha

200万トン×3
1996/1998（EPC）

250万トン×2
1999（FEED）

470万トン×1
2003（EPC+FEED）

＊3系列で年産960万トンに増強
2005（EPC）

470万トン×1
2005（FEED+EPC）

470万トン×1
2006（FEED+EPC）

780万トン×2
2007/2008（FEED+EPC）

780万トン×2
2008/2009（FEED+EPC）

780万トン×2
2008/2009（FEED+EPC）

2004年12月受注

2005年9月受注

今回（2005年12月）受注

・FEED＝基本設計業務　・EPC＝設計・調達・建設業務
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中国電力（株）と新日本石油（株）の共同出資会社である水島エ

ルエヌジー（株）より一括受注した水島LNG基地建設工事は、本

年1月にLNG第1船受入を実施、その後の総合試運転を経て3月

31日に顧客への引き渡しを完了し、4月1日より営業運転が開始

されました。

1月16日から

開始したLNG

第1船の受け入

れは、顧客を含

む関係者全員

で、報告、連絡、

相談を徹底し、

約1週間に及ん

だクールダウンを無事成功させることができました。

当社は、1969年に日本で初めてのLNG受入基地である東京

ガス（株）根岸工場の建設に参画以来、国内の約半数の受入基地

の建設に参画してきました。LNG受入基地全体の設計、調達、

建設から試運転まで一貫して担当したのは、今回の水島LNG基

地が、当社にとって初めてのケースでありましたが、工程どおり

完了することができました。

今回の経験、

ノウハウは当社

の財産であり、

これを元に今

後の受入基地

の計画、運転、

保守について

取り組んでま

いります。

当社の研究開発センターで実施している下記の大型研究テーマ

3件が、相次いで平成17年度の優秀な研究開発活動として外部機

関より表彰されました。

1）石油天然ガス・金属鉱物資源機構および民間5社にて北海道勇

払ガス田にて実施していた「二酸化

炭素を利用する天然ガス改質とFT

合成技術の開発」は、国内で初めて

のパイロット・プラントによる研究

開発成果により、国産GTL製造技術

の工業化への道を切り開いたものと

して、石油学会より野口記念賞を受

賞しました。

2）当社が環境保全技術の柱の一つと

して取り組んできたチタニア触媒による軽油深度脱硫技術の

基礎理論の解明を目的とした「35Sトレーサー法を用いた触媒

表面上における硫黄挙動の解析」は、東京農工大学との共同基

礎研究の成果が実り、石油学会より論文賞を受賞しました。

3）1999年よりNEDOプロジェクトとして実施してきた「高温空気

燃焼制御技術」の水素リフォーマーへの応用技術は、省資源・

低NOX型加熱炉の工業化実現の目処を得たという成果により、

その他の適用分野を担当する民間3社と共同で日本エネルギー

学会から学会賞（技術

部門）を受賞しました。

以上のように、当

社の次世代を見据え

た技術開発は、的確

な技術戦略の立案の

下で、着実な成果を

上げております。完成した水島LNG基地

LNG第1船の受け入れ 野口記念賞記念盾

日本エネルギー学会賞受賞者
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T O P I C ST O P I C ST O P I C S

ロシア・サハリンで遂行中の本プロジェクト（顧客：サハ

リンエナジー社）は、極寒の冬場の間も手を休めることなく

地下及び地上の工事を進めています。冬季の間には春先の工

事進行の為の計画が練られ、雪解けとともに工事業者と一体

になり、本工事の立ち上げ及び本格的な工事遂行を開始して

おります。これからは地上、高所工事が主体となり更に活況

を呈することになります。

本年の工事を順調に遂行、完了するには、計画通りの工事

遂行、工事資機材

の確保、これから

更に増加する高所

作業の安全励行が

ポイントとなりま

す。また、工事完

了後の許認可取得

作業、機器のチェ

ック作業等が引き

続き行われ、設備の早期完了部分より顧客へ引き渡していく

作業へと繋がっていきます。

機器の大半は既に現場に搬入され所定位置に順次据え付け

られています。小型の機器も鉄架構の上部に据付作業が進め

られています。これからは、運転架台、配管、電気、制御等

の据付工事が続けられます。機器の据付作業

と平行し、LNG液化設備内の主要な配管架構

への配管の据付も進められています。

LNG貯蔵タンク建設工事も同様に極寒の

冬場も継続され、今年の春先も引き続いて

タンク屋根部のコンクリート打設の為の作

業が進められています。また今年は、最終

工程のLNG タンクの水圧テストも計画され

ています。

本年も通常の工事遂行ばかりでなく、地

域環境保全へ十分に配慮して工事を進めて

まいります。

ピルトゥン鉱区 

ルンスコエ鉱区 

ユジノサハリンスク 
プリゴロドノイエ 
LNGプラント 

LNGプロセス心臓部

サハリン島南部プリゴロドノイエ地区（北海道稚

内より約160km、フェリーで約5時間程度の距

離。サハリン州の州都ユジノサハリンスクから

は約50km）で現在建設中の本プロジェクトは、

LNGプラントの液化装置を2系列（1系列あたり

の年間生産量は480万トン）、合計年間生産量

960万トンの大型プロジェクトです。天然ガス埋

蔵量世界一のロシアにおいて初となる本プロジ

ェクトは、将来のロシア国内各種天然ガス関連

プロジェクトの礎石となり、当社にとって、ロ

シアに於ける活躍の場を広げる上で非常に大き

な意味を持つプロジェクトとなっています。
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ここ数年着実に向上してきました株主資

本比率は、受注の大幅増加に伴い、資産規

模が大きく膨らんだこともあり、2006年3

月末は19.8％と足踏み状態となりましたが、

株主資本額は年々増加し2006年3月末にお

いては、前期末比186億円増加の555億円

になり目標額到達が見えてきております。

好調なマーケット環境を受けて、大型LNGプラントを一年前

倒しで受注したことにより当社始まって以来の受注高8,042億

円とほぼ2年分の受注を達成し、受注残高も2006年3月末時点

で9,600億円と大幅に積み上がりました。

受注の前倒し、国内外の順調な工事進捗、間接部門の効率

化、中期経営計画DSP2008施策の確実な遂行を受けて完工高、

利益共に期首計画値を大幅に上回る増収・増益決算となり、

DSP2008事業計画は、前倒し、上振れで進行中であります。

大型案件の前倒し受注を受けて、グローバ

ル・ベースでプロフェッショナル要員を期初

計画から機動的に300人増員し、2006年期

初5,600人体制を確立致しました。

DS P 2 0 0 8の経営ビジョンである

「Reliability No.1プロジェクトカンパニー」、

「収益成長型のエクセレントカンパニー」を目

指しグループ一丸となって右に示すそれぞれ

の施策を展開中であります。

中期経営計画期間中の利益還元方針につきまし

ては、ステークホルダーのうち、株主、顧客・取引

先、従業員間のバランスの取れた持続的な満足の

実現を目指し中期経営計画期間中の配当を10円ま

たはそれ以上を目指すこととしスタートしておりま

す。上記の中期経営計画の現況に鑑みその前倒し

達成を視野に入れ、2007年3月期の配当について

は、株主の皆様に少しでも多く還元できるように、

もう一歩踏み込むことにし、一株当たり14円の配

当を予定しております。
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166
227
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555
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13.9%
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20.2% 70019.8%

第78期実績 19.8%

顧客・取引先 

千代田グループ 

株主 従業員 

（業績連動賞与の導入） （2007年3月期） 

環境 社会 

経済 

配当・企業価値アップ 
4円増配の一株当たり14円配当を予定 

企業安定性・継続性向上 
→株主資本比率30％以上を目指す 

優秀人材確保・モチベーションアップ 
→処遇改善を目指す 

経営ビジョン 

DSP2008の事業計画は前倒し、上振れで進行。次の4つの戦略について施策を展開中 

〈経営戦略〉 〈現況〉 

Reliability No.1プロジェクトカンパニー 
収益成長型のエクセレントカンパニーを目指して 

グループ総合力を活かした 
Smart EPCの推進による 
プロジェクト遂行力の更なる強化 

・ リスク管理力の強化 
・ 先進的 ITの強化（特に工事IT、調達IT） 
・ GES強化：フィリピン設計会社：100％子会社化 
・ Lessons Learntの活用／ 
  Knowledge Managementの推進 

次世代のビジネス創造に備えた 
恒常的に健全な財務体質の確立 

・ 株主資本の充実 
・ License Saleの高収益化と選択的な技術投資 

活力に溢れた 
組織風土づくりと人材育成 

・ バランス・スコアカード統合マネジメント 
・ プロフェッショナル人材の採用継続 
  （5,600人体制） 
・ 再雇用によるベテランの活用と技術伝承 

技術優位性を活かした事業展開 
―Plant Lifecycle Engineeringの推進による 
　顧客との永続的な関係構築― 

・ リライアビリティープログラムの推進 
   エンジニアリング・クリティカリティ・スタディ、 
   テクニカル・コールドアイレビュー （顧客） 

S1

（業務プロセス） 

S2

（財務） 

S3

（人材と変革） 

S4

中期経営計画初年度にあたる78期（2006年3月期）においては、事業計画は前倒し、上振れで進行し、

順調に進捗できました。中期経営計画2年度にあたる79期（2007年3月期）においては、DSP2008に

盛り込まれた諸施策を確実かつ前倒しで達成する事を目指して「慎重に加速」してまいります。
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代表取締役社長兼執行役員 関 　 誠 夫
代表取締役副社長兼執行役員 亀 井 信 寧
代表取締役副社長兼執行役員 柴 田 博 至
代表取締役副社長兼執行役員 小 林 　 博
常務取締役兼執行役員 源 　 淳 郎
常務取締役兼執行役員 久保田　隆
常務取締役兼執行役員 白 崎 善 宏
常務取締役兼執行役員 橋本欣之介
常 勤 監 査 役 門 山 　 明
常勤監査役（社外監査役） 井 田 浩 史
監査役（社外監査役） 藤 岡 　 晃
監査役（社外監査役） 今出川幸寛

常 務 執 行 役 員 長 田 文 雄
常 務 執 行 役 員 三 枝 隆 治
執 行 役 員 香 田 　 圓
執 行 役 員 山 本 孝 士
執 行 役 員 中 島 純 夫
執 行 役 員 横 井 　 悟
執 行 役 員 篠 原 英 宏
執 行 役 員 川 瀬 健 雄
執 行 役 員 望 月 正 彦
執 行 役 員 柿 崎 　 剛
執 行 役 員 小 川 　 博

資格名称 資格名称

土木施工管理技士 1級 …………63
土木施工管理技士 2級……………2
建築施工管理技士 1級 …………20
建築施工管理技士 2級……………1
電気工事施工管理技士 1級 ……79
電気工事施工管理技士 2級 ……14
管工事施工管理技士 1級………119
管工事施工管理技士 2級 ………18
建築士 1級 ………………………46
建築士 2級…………………………8
技術士 建設部門 …………………3

合計　940名

■公的資格 名 名

Professional Engineer  機械工学 ………………………………………………5
Professional Engineer  化学工学 ………………………………………………8
Professional Engineer  土木工学 ………………………………………………3

■国際資格（実質保有者を含む） 名

設立

資本金

主要な営業所
及び事務所

従業員（在籍数）

当社及び主要な
グループ企業の
事業内容

昭和23年1月20日

12,901,081,450円

本店及び子安オフィス 横浜市
研究開発センター 横浜市
国内営業拠点 大阪市、那覇市
海外営業・調達拠点 イタリア、オランダ、アラブ首長国連邦、

カタール、インドネシア、中国
単体従業員数 1,252名、連結従業員数 2,787名

ガス、電力、石油、石油化学、一般化学、医薬品等の産業用・
民生用設備並びに公害防止・環境改善及び災害防止用設備
等に関するコンサルティング、計画、設計、調達、施工、試運
転及びメインテナンス等の総合エンジニアリング事業

■エンジニアリング事業

〈工事遂行〉
○千代田工商株式会社（横浜市）
○千代田計装株式会社（横浜市）
○千代田テクノエース株式会社（横浜市）

〈コンサルティング・人材派遣業〉
○千代田ユーテック株式会社（横浜市）

〈先端エンジニアリング〉
○千代田アドバンスト・ソリューションズ株式会社（横浜市）

〈海外設計拠点（GES）〉
○千代田フィリピン・コーポレーション（フィリピン）
※エル・アンド・ティー・千代田リミテッド（インド）

〈海外工事遂行拠点〉
○千代田シンガポール・プライベート・リミテッド（シンガポール）
○ピー・ティー・千代田インターナショナル・インドネシア（インドネシア）
○千代田タイランド・リミテッド（タイ）
○千代田マレーシア・センドリアン・ベルハッダ（マレーシア）
○千代田&パブリック・ワークス・カンパニー・リミテッド（ミャンマー）
※千代田ペトロスター・リミテッド（サウジアラビア）

〈海外営業拠点〉
○千代田インターナショナル・コーポレーション（米国）
○千代田ナイジェリア・リミテッド（ナイジェリア）

■その他の事業
○アロー・ビジネス・コンサルティング株式会社（横浜市）
○アローヘッド・インターナショナル株式会社（東京都港区）
※ ITエンジニアリング株式会社（横浜市）
※株式会社アローメイツ（横浜市）
○千代田アジア・パシフィック・プライベート・リミテッド（シンガポール）

○連結子会社　※関連会社で持分法適用会社

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

第75期 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

第76期 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

第77期 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

第78期 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

（円） 
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日経平均株価（終値） 

当社株価 

当社出来高 

政府・地方公共団体 

500株（0.00％） 

金融機関 

57,351千株（29.73％） 

事業会社・その他の法人 

39,752千株（20.61％） 

証券会社 

4,546千株（2.36％） 

外国法人・外国人 

66,689千株（34.57％） 

個人・その他 

24,553千株（12.73％） 

合 計 
192,893千株 

◯1 会社が発行する株式の総数……………………………………… 650,000,000株

株式の種類　　　普通株式 …………………………………… 570,000,000株

優先株式 ……………………………………… 80,000,000株

◯2 発行済株式総数　普通株式 …………………………………… 192,893,529株

◯3 株主数 ……………………………………………………………………13,464名

◯4 新株予約権の状況

◯5 大株主

株　主　名
当社への出資状況
持株数 構成比

千株 ％

発行決議の日 行使開始日 目的となる株式の種類及び数
平成14年6月27日 普通株式 355,000株

三菱商事株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
三菱UFJ信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505202
ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505103
東京海上日動火災保険株式会社
旭硝子株式会社
明治安田生命保険相互会社

19,851
9,222
9,034
9,033
8,542
3,500
3,436
2,760
2,631
2,549

10.29
4.78
4.68
4.68
4.43
1.81
1.78
1.43
1.36
1.32

技術士 機械部門 …………………8
技術士 衛生工学部門 ……………6
電気工事士 第1種 ………………69
電気工事士 第2種 ………………19
電気工事士 …………………………3
電気主任技術者第3種……………25
鉄工1級・製罐1級…………………1
鉄工2級・製罐2級…………………1
建設設備士 …………………………9
一級計装士………………………134
監理技術者………………………276

平成16年7月1日



決算期 毎年3月31日

定時株主総会 毎年6月開催

基準日 定時株主総会については3月31日。そのほか必要

がある場合には、取締役会の決議によりあらかじ

め公告のうえ設定いたします。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

同連絡先 〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話番号 0120-707-696（フリーダイヤル）

公告掲載 当社ホームページ

一単元の株式の数 1,000株

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6366

【お知らせ】
● 住所変更、単元未満株式買取請求に必要な各用紙、株式の相続手続依頼書など
株式関係の手続き用紙のご請求は、株主名簿管理人フリーダイヤル0120-707-696
で承っております。

● 平成15年4月1日施行の改正商法により「株券失効制度」がスタートし、株券を喪
失された場合の手続きが従来の公示催告・除権判決により再発行を受ける手続き
より簡便となりました。詳細は株主名簿管理人にご照会ください。

本 店 〒230-8601 神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央二丁目12番1号
電話 045-506-7105  FAX 045-506-7109

http://www.chiyoda-corp.com/


